
工 訪問の際は、親子の状態を最優先に考慮しながら話を進めるとともに、受動的  
な対応を心がけること。母親の体調の状況等によっては再訪問も考慮すること。  

オ 訪問の際は、地域子育て支援拠点事業の実施場所一覧表を持参するなど、子育  
て親子が必要とする身近な地域での様々な子育て支援に関する情報を提供する  

こと。  

力 訪問結果については、あらかじめ市町村で定めた書式に基づき、市町村の担当  
部署に報告すること。  

キ 市町村の保健師等専門職が訪問結果についてアセスメントし、支援が必要な家  
庭か否かを判断すること。   

④ 研修（講習）  

必要な研修（講習）については、各地域の実情に応じて実施するものとし、実施  
に当たっては、③の留意事項を踏まえるとともに、家庭訪問の同行や援助場面を想  
定した実技指導（ロールプレーイング等）などを組み込み、訪問の内容及び質が一  
定に保てるよう努めること。   

⑤ ケース対応会議  

訪問により支援が必要な家庭に対しては、必要に応じて、個別ケースごとに具体  
的なサービスの種類や内容等について、訪問者、市町村担当者、医療関係者等によ  
るケース対応会議を開催し、その結果を踏まえ育児支援家庭訪問事業等による支援  
やその他の支援に適切に結びつけることとすること。   

⑥ 新生児訪問指導等との関係  

既に、母子保健法に基づく新生児訪問指導等や独自の訪問活動を実施している市  
町村において、これらの訪問指導等を活用して本事業を実施する場合、本事業の②  
の内容を満たす場合は、本事業として取り扱って差し支えないこと。   

⑦ 実施計画  

本事業は、生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問することを目的とし  
ているが、事業を開始した年度内にこうした目的を達成できる体制整備が困難な場  
合も想定されることから、段階的に実施することも認められるものとする。この場  
合にあっては、カバー率（対象家庭に対する訪問実績）100％に向けた実施計画  
を作成することとし、その計画期間は平成21年度までとする。  

なお、作成に当たっては、既に実施している新生児訪問指導や独自の訪問活動の  
役割分担や活用策について検討し、実効的な計画とすること。   

（2）育児支援家庭訪問事業   

（む 事業内容  

市町村の中核機関において、関係機関等からの情幸別文集等により把握した養育  
支援の必要性があると判断した家庭に対し、子育て経験者等による育児・家事の  

援助又は保健師等による具体的な育児支援に関する技術的援助を訪問により実施  

する事業。   

② 実施方法  

ア 支援の対象  

この事業の支援対象は、生後4か月までの全戸訪問事業の実施その他により  

市町村長が訪問による養育支援が必要であると認めた、次に掲げるような一般  

の子育て支援サービスを利用することが難しい家庭を対象とする。  
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（ア）出産後間もない時期（概ね1年程度）の養育者が、育児ストレス、産後うつ病、   

育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家   

庭、又は虐待のおそれや、そのリスクを抱える家庭  

なお、妊娠期から継続的な支援を必要とする家庭も対象とする。  

（イ）ひきこもり等家庭養育上の問題を抱える家庭や、児童が児童養護施設等を退   

所又は里親委託終了後の家庭復帰等のため、自立に向けたアフターケアが必要  

な家庭  

（ウ）児童の心身の発達が正常範囲にはなく、又は出生の状況等から心身の正常な  

発達に関して諸問題を有しており、将来、精神・運動・発達面等において障害  

を招来するおそれのある児童のいる家庭  

イ 支援内容  

（ア）家庭内での育児に関する具体的な援助   

1a 産裾期の母子に対する育児支援や簡単な家事等の援助   

l〇 未熟児や多胎児等に対する育児支援・栄養指導   

1〇 養育者に対する身体的・精神的不調状態に対する相談・指導   

d 若年の養育者に対する育児相談・指導  

e 児童が児童養護施設等を退所後にアフターケアを必要とする家庭等に対す  

る養育相談・支援  

（イ）発達相談・訓練指導  

家庭における指導が必要な場合には、理学療法士等を派遣して、家庭の状  

況等に即した発達指導を行う。  

り 支援の対象者、支援内容の決定方法  

この事業の中核となる機関（中核機関）を定め、中核機関において関係機関  

からの情報提供や状況把握のための訪問の実施により養育支援の必要の可能性  

があると思われる家庭に関する情報の収集を行う。  

中核機関は、これらの把握した情報から支援の内容を判断するための一定の  

指標に基づき、本事業による訪問支援の対象者及び支援の内容を決定する。  

なお、 この中核機関は、要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネッ  

トワーク）の調整機関がその機能を担うことが望ましい。  

工 訪問支援の実施者  

訪問支援の実施者は、中核機関において立案された支援内容、方法、スケジ  

ュール等に基づき訪問支援を実施する。  

（ア）養育支援の必要の可能性があると思われる家庭に対する育児、家事の援助に  

ついては、子育てOB（経験者）、ヘルパー等が実施する。  

（イ）産後うつ病、育てにくい子ども等複雑な問題を背景に抱えている家庭に対す  

る具体的な育児支援に関する技術指導については、保健師、助産師、看護師、  

保育士、児童指導員等が実施する。  

2 別紙1の（2）その他の事業のうち、次に掲げる要件を備える取組内容であるものに   

ついて評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価2に定める基準点数を交付金  
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算定の基礎とする。  

（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  

①趣   

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）   

（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調整機関（以下「調整機   

関」という。）の職員や地域ネットワークを構成する関係機関等（以下「地域ネッ   

トワーク構成員」という。）の専門性強化を図るとともに、地域ネットワークと訪   

問事業が連携を図り、児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目   

的とする。  

②事業内容   

ア 基本事業  

調整機関に職員を配置する市町村に対し、専門性の向上を図る取組を行う場合に  

交付する。   

（ア）職員の配置  

調整機関に、専任職員（非常勤職員等を含む）を原則として配置すること。  

なお、専任職員（非常勤職員を含む）は、調整機関が行う業務に影響のない  

範囲内において、業務量にかかわりなく調整機関の業務以外の母子、保育、障  

害児等を含む児童福祉分野の業務に携わっている者であっても差し支えない  

ものとする。   

（イ）取組内容  

（ア）の職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

a 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  

次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講させる。  

・児童福祉第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会  

（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する「児童福祉  

司資格認定通信課程」）  

・児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規  

定する厚生労働大臣が定める講習会  

（都道府県が実施する「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習  

会）」）  

b 配置職員が児童福祉司の 

更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させる。  

・子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修セン  

ター）が実施する研修  

■都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修   

イ 付加的事業  

アの基本事業に加えて、次の（ア）～（ウ）の取組を行う市町村に対して交付する。  

（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

地域ネットワーク構成員に対し、  

a アドバイザーとして学識経験者等の専門家を招精し、児童虐待対応につい  

ての共有認識と役割分担等の効果的な運営手法についての研修会・講習会な  

どを開催する。  
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b 地域ネットワ鵬クの個別ケース検討会議又は実務者会議に、アドバイザー  

として学識経験者等を招き、個別ケースについての具体的な支援方法及び進  

行管理等についての助言・指導を受ける。   

c 他市町村の地域ネットワークと情報交換会等を開催し、効果的な運営手法  

や個別ケースについての支援方法及び進行管理等について充実強化を図る。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組  

地域ネットワークと訪問事業（こ生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは   

赤ちゃん事業）及び育児支援家庭訪問事業並びに母子保健法に基づく訪問事業   

をいう。）が、■次のとおり連携した取組を行う。  

・地域ネットワークの調整機関が育児支援家庭訪問事業の中核概関となり、必   

要に応じて行う地域ネットワークによる支援内容の協議の結果に基づき、育   

児支援家庭訪問事業の実施のための進行管理やその他の支援に係る連絡調整  

を行う。   

t生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）又は母子保健法に   

基づく訪問事業等により把握された支援対象者の中で、特に地域ネットワーク  

によるケース対応が必要な家庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力し  

て支援を行う。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組   

地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民への周知を図る   

ため、 次の取組を行う。   

aL 地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講演会やシンポジウ  

ムの開催を行い、地域ネットワーーク活動や訪問事業活動についての情報発  

信を行う。   

ヒ）地域ネットワーク活動や訪問事業活動についてのマニュアルや援助事例  

集、または社会資源名簿（社会資源集）を作成・配布し、周知を図る。  
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生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係る  

ガイドラインの策定について  

1．趣旨   

与国会に提出している児童福祉法改正法実においては、生後4か月までの全戸訪   

問事業については乳児家庭全戸訪問事業、育児支援家庭訪問事業については責看支   

援訪問事業として位置づけることとしている。こうしたことを踏まえ、各事業の効   

果的な実施と全国的な普及を目指し、これらの事業の内容や子どもを守る地土或ネッ  

トワーク（要保護児童対策地域協議会）との連携等について整理し、自治体が取り   

組むための具体的なガイドラインを作成する。   

2．作成手順  

標記事業について、本会議でのご意見を踏まえたガイドライン素案を作成し、そ   

の後自治体の意見等も踏まえた上でガイドラインを作成する。   

3．スケジュ「ル  

年  月  内  容   

H20年度  
刀  

イ  

上半期  
フ   

イ  

6月  ン  第1国有識者・実務者  
素  

安 ＝ホ＝  

検  
7月  討   第2固有喜哉者・実務者  

下半期  帽．     弘 一 を自  

年内に2回程度  
有識者・実務者会議を  

作  業  

訪問事業の論点と方向性の  

検討  

ガイドライン素 

自治体意見を踏まえガイド  

ライン検討  
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4．有識者・実務者芸議メンバー  （50菖順）  

埼玉県中央児童相談所 昌   

奈巳子   国立看護大学校 准教授   
條 浩  

児玉 紀久子   習志野市 保健師   

笹井 康治   沼津市子看て支援課   

佐藤 拓代   東大阪市保健所 所j   

関岡 干津野   松山市子育て支援室   

中板 育美   国立保健医療科学院   

5．その他  

●事務局  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 総務課 虐待防止対策室  

／J  母子保健課（オブサーバー）   

注：『第1匝「生後4か月までの全戸訪問事業・看児支援家庭訪問事業に係るガ  

イドライン」策定に関する有識者・実務者会議』（H20／6／5）提出資料  
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た
め
、
そ
の
区
 
 

第
 
▲
仁
 

第
十
二
条
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
は
、
児
童
の
福
祉
に
問
し
、
主
と
し
て
前
条
第
一
項
第
一
［
ケ
に
 
 
 

掲
げ
る
業
務
及
び
同
項
第
二
号
ロ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
障
害
者
 
 
 

日
立
支
援
法
 
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
 
第
二
十
二
条
第
二
項
及
び
 
 
 

第
三
項
並
び
に
第
二
十
六
条
第
山
頂
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

（
略
）
 
 

②
～
⑤
 
 
（
略
）
 
 

域
内
に
お
い
て
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
及
び
子
育
て
短
期
支
援
事
業
並
 
 

び
に
次
に
掲
げ
る
事
業
で
あ
つ
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
 
（
以
下
 
「
子
育
て
 
 

支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
が
着
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
措
置
の
実
施
 
 

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
l
二
 
 
（
略
）
 
 

前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
市
町
村
の
業
務
の
実
施
に
関
し
、
市
町
村
相
 
 

互
間
の
連
絡
調
整
、
市
町
村
に
対
す
る
情
報
の
提
供
そ
の
他
必
要
な
援
助
を
 
 

行
う
こ
と
及
び
こ
れ
ら
に
付
随
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。
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護
児
童
の
適
切
な
保
護
又
は
要
支
援
児
童
若
し
く
は
特
定
妊
婦
へ
の
適
切
な
支
 
 
 

線
を
図
る
た
め
に
必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
 
 
 

対
す
る
支
援
の
内
容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

③
・
④
 
 
（
略
）
 
 

②
 
協
議
会
は
、
要
保
護
児
童
若
し
く
は
要
支
援
児
童
及
び
そ
の
保
護
者
又
は
特
 
 
 

利
矧
矧
（
以
下
「
安
保
護
児
童
等
」
と
い
う
。
）
 
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
要
保
 
 

第
二
十
五
条
の
二
 
地
方
公
共
団
体
は
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
要
保
護
児
童
 
 

第
二
十
一
条
の
十
の
四
 
都
道
府
県
知
事
は
、
母
子
保
健
法
に
基
づ
く
母
子
保
健
 
 

第
一
一
十
一
条
の
十
の
三
 
市
町
村
は
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
 
 

④
 
前
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
る
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
 
 

③
 
市
町
村
は
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
問
事
業
の
事
務
の
 
 

の
適
切
な
保
護
又
は
要
支
援
児
童
若
し
く
は
特
定
妊
婦
へ
の
適
切
な
支
援
を
図
 
 

る
た
め
、
関
係
機
関
、
関
係
団
体
及
び
児
童
の
福
祉
に
関
連
す
る
職
務
に
従
事
 
 

す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
 
（
以
下
 
「
関
係
機
関
等
」
 
と
い
う
。
）
 
に
よ
り
構
成
 
 

さ
れ
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）
 
を
画
 
 

く
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

把
握
し
た
と
き
は
、
こ
れ
を
当
該
者
の
現
在
地
の
市
町
村
長
に
通
知
す
る
も
の
 
 

と
す
る
。
 
 

訪
問
事
業
の
実
施
に
当
た
つ
て
は
、
母
子
保
健
法
に
基
づ
く
母
子
保
健
に
関
す
 
 

全
部
又
は
一
部
を
当
該
市
町
村
以
外
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
委
託
す
 
 

含
む
。
）
 
に
併
せ
て
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

に
関
す
る
事
業
又
は
事
務
の
実
施
に
際
し
て
要
支
援
児
童
等
と
思
わ
れ
る
者
を
 
 

問
事
業
の
事
務
に
従
事
す
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
者
は
、
そ
の
事
務
に
関
し
 
 

を
設
置
す
る
市
又
は
特
別
区
に
あ
つ
て
は
、
 
 

る
事
業
と
の
連
携
及
び
調
和
の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

て
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 同

法
第
十
九
条
第
一
項
の
指
導
を
 
 

③
・
④
 
（
略
）
 
 
 

」
 
と
い
う
。
）
 
を
置
く
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

②
 
協
議
会
は
、
要
保
護
児
童
及
び
そ
の
保
護
者
 
（
以
下
 
「
要
保
護
児
童
等
」
 
と
 
 
 

い
う
。
）
 
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
要
保
護
児
童
の
適
切
な
保
護
を
図
る
た
め
に
 
 
 

必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
内
 
 
 

容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

第
二
十
五
条
の
一
 
 

の
適
切
な
保
護
を
図
る
た
め
、
関
係
機
関
、
関
係
団
体
及
び
児
童
の
福
祉
に
関
 
 

連
す
る
職
務
に
従
事
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
 
（
以
下
 
「
関
係
機
関
等
」
 
と
い
 
 

う
。
）
 
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
 
（
以
下
 
「
協
議
会
 
 

地
方
公
共
団
体
は
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
要
保
護
児
童
 
 



膏
 
要
保
護
〓
几
童
対
策
調
整
機
関
に
、
協
議
会
に
閏
す
る
事
務
を
総
括
す
る
と
と
 
 

第
二
十
六
条
 
児
童
棉
誅
所
長
は
、
第
一
一
巨
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
 
 
 

児
童
、
第
一
一
卜
一
斗
条
の
七
宗
一
頃
衰
〃
∵
号
若
し
く
は
第
二
項
第
一
号
、
前
条
第
 
 

一
号
又
は
少
牛
法
 
（
昭
和
∴
仁
三
隼
法
律
第
育
六
卜
八
［
ヱ
 
第
六
条
の
六
第
一
 
 
 

項
若
L
ノ
＼
は
第
仁
八
条
第
▲
頂
n
規
定
に
上
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
 
 
 

に
に
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
又
は
妊
弄
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
 
 
 

た
と
き
は
、
次
力
各
＝
ケ
頂
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
〕
 
 

児
童
丈
、
に
そ
・
い
保
護
者
を
㍑
上
里
福
祉
べ
若
L
く
は
児
童
委
員
に
指
導
さ
せ
 
 
 

、
又
‥
】
都
道
府
県
以
外
爪
音
m
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
若
し
く
 
 

は
都
道
府
県
以
外
出
陣
告
省
∩
・
立
支
援
法
第
九
条
第
十
七
埴
に
規
定
す
る
相
 
 

談
支
援
事
業
 
へ
次
条
竹
弟
二
項
仙
射
∴
＝
ケ
牧
び
第
∵
．
十
四
条
の
∴
に
お
い
て
 
「
相
 
 

調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
、
 
 

⑥
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
閑
は
、
厚
牛
労
働
省
令
で
定
め
る
と
 
 

七
 
千
育
て
短
期
支
援
事
 
 

T
」
し
 
 

■
 
 
 

－
」
 
 
 
▲
＼
 
 

T
」
 
．
」
ノ
 
 
 

働
省
令
で
定
め
 
 

童
相
談
所
、
養
育
支
援
訪
問
事
業
を
行
う
者
そ
の
他
の
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
 
 

も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
 要
保
護
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
児
 
 

と
が
で
き
′
ハ
）
省
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
指
導
を
委
託
す
る
 
 

談
支
ほ
事
業
 
L
∴
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
」
 
 

し
一
認
め
る
昔
は
、
二
▼
れ
を
そ
の
事
業
の
実
施
 
 

前
項
の
業
務
に
係
る
事
務
を
適
切
 
 

（
畔
、
一
 
 

る
む
の
を
置
く
ト
㌻
 
 

業
又
は
養
育
支
援
訪
問
客
業
の
 
 

）
 
を
け
う
片
そ
の
他
り
該
指
導
を
適
切
に
行
う
こ
 
 

っ
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
 
 

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
と
し
て
厚
t
労
 
 

に
係
る
市
町
村
の
長
に
通
知
す
 
 
 

実
施
が
適
当
で
あ
る
 
 

二
ろ
に
よ
り
 
 ②

 
 
（
略
）
 
 

第
二
十
人
条
 
児
童
相
談
所
長
は
、
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
 
 
 

児
童
、
第
一
…
十
五
条
の
七
第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
項
第
一
号
、
前
条
第
 
 

一
号
又
は
少
年
法
 
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
 
第
六
条
の
六
第
一
 
 
 

項
若
し
く
は
第
卜
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
 
 
 

に
応
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
又
は
妊
産
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
 
 
 

た
と
き
は
、
次
の
各
［
ケ
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 

児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
若
し
く
は
児
竜
委
員
に
指
導
さ
せ
 
 
 

、
又
は
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
若
し
く
 
 

は
都
道
府
県
以
外
の
障
害
者
自
立
支
援
法
簑
宕
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
相
 
 

談
支
援
事
業
 
（
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
三
十
四
条
の
」
ハ
に
お
い
て
 
「
相
 
 

談
支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
を
行
う
者
に
指
導
を
委
託
す
る
こ
と
。
 
 

⑤
 
安
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
は
、
協
議
会
に
関
す
る
事
務
を
総
括
す
る
と
と
 
 
 

も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
要
保
護
 
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
児
 
 
 

童
相
談
所
そ
の
他
の
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

五
 
 
（
略
）
 
 

・
凡
 
 

（
略
）
 
 

4
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第
二
十
七
条
 
都
道
府
県
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
少
 
 
 

年
法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
の
あ
つ
た
児
童
に
つ
き
、
次
の
各
 
 
 

号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
、
知
的
障
害
者
福
祉
司
、
社
会
福
 
 
 

祉
主
事
、
児
童
委
員
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
 
 
 

セ
ン
タ
ー
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
が
行
う
相
談
支
援
事
業
に
係
る
職
員
に
 
 
 

指
導
さ
せ
、
又
は
当
該
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
 
 

第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
 
 

る
こ
と
。
 
 
 

三
・
四
 
 
（
略
）
 
 

②
～
⑥
 
（
略
）
 
 

第
二
十
七
条
の
四
 
 

第
三
十
三
条
の
七
 
 

②
 
児
童
相
談
所
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
未
成
年
後
見
人
の
選
任
の
請
求
に
 
 
 

係
る
児
童
等
（
児
童
福
祉
施
設
に
入
所
中
の
児
童
を
除
く
。
）
に
対
し
、
親
権
 
 

第
三
十
三
条
の
八
 
 

従
事
す
る
者
又
は
従
事
し
 
 

号
の
規
定
に
よ
 
 

親
権
を
濫
用
し
、
又
は
著
し
く
不
行
跡
で
あ
る
と
き
は
、
民
法
（
明
治
二
十
九
 
 

年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
八
百
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
親
権
喪
失
の
盲
奮
の
 
 

請
求
は
、
同
条
に
定
め
る
者
の
ほ
か
、
児
童
相
談
所
長
も
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
 
 
 

を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 
 

び
第
三
十
三
条
の
九
に
お
い
て
 
 

（
削
除
）
 
 
 

ン
タ
ー
、
当
該
都
道
府
県
以
外
 
 

り
行
わ
れ
る
指
 
 

児
童
又
は
児
童
以
外
の
満
二
十
歳
に
満
た
な
い
者
（
次
条
及
 
 
 

第
二
十
六
条
第
一
項
第
 

（
略
）
 
 

て
い
た
者
は
、
 
 

導
 
（
委
託
に
係
る
も
の
に
限
る
。
 
 

「
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
の
親
権
者
が
、
そ
の
 
 

の
相
談
支
援
事
業
を
行
う
者
若
し
く
は
前
条
 
 

労
働
省
令
で
定
め
 
 

そ
の
事
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
 
 

言
号
又
は
第
二
十
七
条
第
一
項
第
 

る
者
に
指
導
を
委
託
す
 
 

）
 
の
事
務
に
 
 

②
～
⑥
 
 

倒
 
（
略
）
 
 
 

第
二
十
七
条
 
都
道
府
県
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
少
 
 
 

年
法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
の
あ
つ
た
児
童
に
つ
き
、
次
の
各
 
 
 

号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
、
知
的
障
害
者
福
祉
司
、
社
会
福
 
 

祉
主
事
、
児
童
委
員
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
 
 

セ
ン
タ
ー
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
が
行
う
相
談
支
援
事
業
に
係
る
職
員
に
 
 

指
導
さ
せ
、
又
は
当
該
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
 
 

第
三
十
三
条
の
六
 
 

第
三
十
三
条
の
七
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
未
成
年
後
見
人
の
選
任
の
請
求
に
 
 
 

係
る
児
童
等
 
（
児
童
福
祉
施
設
に
入
所
中
の
児
童
を
除
く
。
）
 
に
対
し
、
親
権
 
 
 

び
第
三
十
三
条
の
八
に
お
い
て
 
「
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
の
親
権
者
が
、
そ
の
 
 

親
権
を
濫
用
し
、
又
は
著
し
く
不
行
跡
で
あ
る
と
き
は
、
民
法
 
（
明
治
二
十
九
 
 

年
法
律
第
八
十
九
号
）
 
第
八
百
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
親
権
喪
失
の
音
左
［
の
 
 

請
求
は
、
同
条
に
定
め
る
者
の
ほ
か
、
児
童
相
談
所
長
も
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
 
 

三
 

ン
タ
ー
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
以
外
 
 

を
委
託
す
る
こ
と
。
 
 

四
 
 

（
略
）
 
 

（
略
）
 
 
 

児
童
又
は
児
童
以
外
の
満
二
十
歳
に
満
た
な
い
者
 
（
次
条
及
 
 

の
相
談
支
援
事
業
を
行
う
者
に
指
導
 
 



条
の
二
▲
 
第
仁
一
条
第
五
項
、
第
十
八
条
の
八
第
四
項
、
第
十
八
条
の
 
 

仁
 

第
行
∵
「
三
条
 
国
庫
は
、
第
一
上
十
条
 
（
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
五
号
の
二
 
 

、
第
六
＝
▲
り
の
∴
及
び
第
九
［
一
り
を
除
く
。
）
 
及
び
第
五
「
▲
条
 
（
第
三
［
一
万
及
び
第
 
 
 

条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
市
町
村
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

第
に
仁
一
 
 

～
行
 
 
（
略
）
 
 

第
閃
∵
十
九
条
 
こ
の
法
律
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
 
 

第
∵
一
十
四
条
の
九
 
市
町
村
は
、
第
∵
十
▲
条
の
十
の
∴
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
 
 

山八十U六l  1
 
．
〔
、
 
こ
＼
〕
 
1
 
「
三
 
）
．
）
 
二
 
↓
．
〕
二
 
二
1
ノ
 
 
L
 
I
つ
 
¶
 
↓
＼
コ
つ
 
」
 
L
ビ
．
斗
ミ
ロ
一
 
葉
住
に
L
オ
し
て
∴
巨
＋
」
出
立
†
け
二
烏
山
町
7
＝
と
こ
ー
／
に
十
㌫
∴
－
イ
し
∴
リ
∠
ノ
♭
 
フ
（
イ
ノ
手
 
 

＋
 
↓
る
。
 
 

童
養
育
事
業
並
び
に
児
童
福
祉
施
設
の
職
員
そ
の
 
 

要
な
事
項
は
、
命
令
で
定
め
る
。
 
 

福
祉
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
れ
う
も
の
と
す
る
 

業
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
占
伸
事
業
、
 
 

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
、
 
 

だ
し
、
民
法
第
ヒ
百
九
仁
七
条
の
規
定
に
よ
る
縁
組
の
承
諾
を
す
る
に
は
、
厚
 
 

都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
得
な
け
れ
 
 

生
ガ
働
省
令
わ
定
め
る
と
二
ろ
に
よ
り
、
 
 

ば
な
ら
な
い
い
 
 

乳
児
家
庭
全
P
訪
間
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
問
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
 
 

第
J
一
拍
、
第
二
卜
一
条
の
十
の
一
▲
第
凹
項
、
 
 

を
〓
う
音
叉
は
未
成
年
後
見
人
が
あ
る
に
至
る
ま
で
の
間
、
親
権
を
行
う
∩
ノ
 
ブ
 
 

h
＝
一
り
か
ら
仙
弟
九
＝
一
り
ま
で
を
除
く
。
 
 

養
育
支
援
訪
問
事
業
の
実
施
に
要
す
る
費
用
 
 

（
略
）
 
 
 

（
略
）
 
 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
の
実
施
に
要
す
る
費
用
 
 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
、
養
育
支
援
訪
問
事
 
 
 

）
 
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
の
支
弁
す
る
 
 

時
頼
か
り
事
業
及
び
小
規
模
住
居
型
児
 
 

他
児
童
福
祉
施
設
に
問
し
必
 
 

第
∴
十
一
条
の
十
二
、
第
二
 
 

第
六
十
一
条
の
二
 
第
十
一
条
第
五
項
、
第
十
八
条
の
八
第
四
項
、
第
十
八
条
の
 
 

六
 
 
（
略
）
 
 
 

刃
 
（
略
）
 
 
 

第
五
十
二
条
 
国
庫
は
、
第
五
十
条
 
（
第
二
号
か
ら
第
三
［
す
ま
で
、
第
五
号
の
二
 
 

第
六
［
T
の
∴
及
び
第
九
号
を
除
く
。
）
 
及
び
第
五
十
一
条
 
（
第
二
号
及
び
第
 
 

条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
市
町
村
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

第
五
ト
 

～
五
 
 
（
略
）
 
 

第
四
十
九
条
 
こ
の
法
律
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
及
 
 

五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
を
除
く
。
）
 
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
の
支
弁
す
る
 
 

費
用
に
対
し
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
二
分
の
一
を
負
担
 
 

す
る
。
 
 

び
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
並
び
に
児
童
福
祉
施
設
の
職
員
そ
の
他
児
童
福
 
 

祉
施
設
に
閲
し
必
要
な
事
項
は
、
命
令
で
定
め
る
。
 
 

だ
し
、
民
法
七
百
九
十
ヒ
条
の
規
定
に
よ
る
縁
組
の
承
諾
を
す
る
に
は
、
厚
生
 
 

労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
得
な
け
れ
ば
 
 

ら
 

を
行
う
者
又
は
未
成
年
後
見
人
が
あ
る
に
至
る
ま
で
の
間
、
親
権
を
行
う
。
た
 
 

十
二
第
一
項
、
 

第
二
ト
∴
条
の
十
二
又
は
第
二
十
五
条
の
五
の
規
定
に
違
反
し
 
 
 



懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
 
 
 

十
五
条
の
五
又
は
第
一
 
 
一
十
七
条
の
四
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
 
 

た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
 
 

7
 
一
 
 
 

■
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6
 
 

頂
 
 



○
 
社
会
福
祉
法
 
（
昭
和
一
一
仁
六
午
法
律
第
閏
十
五
［
ヱ
 
（
抄
）
 
 

（
第
六
条
関
係
）
 
 
 

（
定
義
）
 
 

第
二
条
 
 
（
略
）
 
 

2
 
 
（
略
）
 
 

3
 
次
に
掲
げ
る
事
業
を
第
二
種
社
会
福
祉
事
業
と
す
る
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
 児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
、
放
課
後
児
童
健
全
 
 

厚
生
施
設
又
は
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
を
経
営
す
る
事
業
及
び
児
童
の
福
 
 
 

祉
の
増
進
に
つ
い
て
相
談
に
応
ず
る
事
業
 
 

一
～
・
－
三
 
 
（
略
）
 
 
 

（
略
）
 
 

育
成
事
業
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
、
養
育
支
 
 

模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
、
 
 

援
訪
問
事
業
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
、
 
 

同
法
に
規
定
す
る
助
産
施
設
、
保
育
所
、
児
童
 
 

時
預
か
り
事
業
又
は
小
規
 
 

三
～
十
三
 
 
（
略
）
 
 
 

（
略
）
 
 
 

（
略
）
 
 
 

次
に
掲
げ
る
事
業
を
第
二
種
社
会
福
祉
事
業
と
す
る
。
 
 

（
略
）
 
 

一
一
児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
、
 
 

（
定
義
）
 
 

一
条
 
 
（
略
）
 
 

育
所
、
児
童
厚
生
施
設
又
は
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
を
経
営
す
る
事
業
及
 
 

び
児
童
の
福
祉
の
増
進
に
つ
い
て
相
談
に
応
ず
る
事
業
 
 

育
成
事
業
又
は
子
育
て
短
期
支
援
事
業
、
 
 
同
法
に
規
定
す
る
助
産
施
設
、
保
 
 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）
 
 

放
課
後
児
童
健
全
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○
 
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
 
（
平
成
十
二
年
法
律
第
八
十
二
号
）
 
（
抄
）
 
 

（
附
則
第
十
六
条
関
係
）
 
 
 

（
児
童
虐
待
を
行
っ
た
保
護
者
に
対
す
る
指
導
等
）
 
 

第
十
一
条
 
 
（
略
）
 
 

2
～
4
 
 
 
（
略
）
 
 

5
 
児
童
相
談
所
長
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
勧
告
を
受
け
た
保
護
者
が
当
該
 
 
 

勧
告
に
従
わ
ず
、
そ
の
監
護
す
る
児
童
に
対
し
親
権
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
著
し
 
 
 

く
当
該
児
童
の
福
祉
を
害
す
る
場
合
に
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
適
切
に
、
児
童
 
 

福
祉
法
第
三
十
三
条
の
七
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
児
童
虐
待
を
行
っ
た
保
護
者
に
対
す
る
指
導
等
）
 
 

第
十
一
条
 
 
（
略
）
 
 

2
～
4
 
 
 
（
略
）
 
 

5
 
児
童
相
談
所
長
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
勧
告
を
受
け
た
保
護
者
が
当
該
 
 
 

勧
告
に
従
わ
ず
、
そ
の
監
護
す
る
児
童
に
対
し
親
権
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
著
し
 
 
 

く
当
該
児
童
の
福
祉
を
害
す
る
場
合
に
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
適
切
に
、
児
童
 
 

福
祉
法
第
三
十
三
条
の
六
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）
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児童虐待防止に係る広報啓発（オレンジリボン・キャンペーン等）の取組  

について   

平成16年度から、児童虐待防1L法が施行された11月を「児童虐待防1ヒ推進川謂」  

と位置づけ、児童虐待に関する社会的関心の喚起を図るため、集中的な広報・啓発  

活動を実施している。   

平成20年度においても、 月間標語の公′募、広報啓発ポスター・チラシの作成・配  

布、新聞等各種媒体を活用した広報啓発などを行うほか、「子どもの虐待防止推進  

全国フォーラムin しが」を、11月2日（目）～3［］（月・祝）に滋賀児大津直に  

おいて開催することとしている。   

この全国フォーラムは、国が主催として実施するものであるが、開催地にとって  

も、児童虐待防止に向けた機運の醸成に資するほか、地方自治体に加えて広く関係  

者が運営に参加することにより、地域の関係機関や民間団体等との連携が促進され  

る等の効果が期待されるものである。   

ついては、平成21年度の開催地の選定に当たり、都道府県を対象に広く開催希望  

を募ることとしたので、関心のある都道府県におかれては、虐待防止対策室調整係  

まで問い合わせていただくとともに、開催希望がある場合には、7月18l】（金）ま  

でに連絡願いたい（詳細は、別途配布の事務連絡参照）。   

また、子どもの虐待を防止するメッセ」一ジが込められた「オレンジリボン・キャ  

ンペー ン」は、多くの国民が児竜虐待を自らの問題として関心を持ち、社会全休で  

児童虐待を防止する機運を高める有効な取組であると考えられることから、本牛度  

も「オレンジリボン・キャンペーン 2008（案）」として、オレンジリボンを  

通じた啓発活動を積極的に展開していくこととしている。つ   

各地方自治体におかれても、別添資料「オレンジリボン・キャンペーン 200  

8（案）」を参考に、民間団体やメディアとも連携しながら、地域住比と接点のあ  

る様々な場面や機会を活用して、本キャンペーンの展開をお願いしたい。  

【参考】過去の全国フォーラム開催状況  

平成17牛度 「子どもの虐待防止推進全国フォーラムin さいたま」  

〈テーマ〉 すべての子どもと子育てを大切にする社会づくりに向けて  

平成18年度 「子どもの虐待防止推進全国フォーラムin しずおか」  

〈テーマ〉 子どもと家族の声に耳を傾けて  

平成19年度 「子どもの虐待防止推進全国フォーラム jn くまもと」  

〈テーマ〉 児童虐待対策の今、そして、これから  

－64－   




